２０１０．１１．５
Ｎo.７７３号

2010賃金確定闘争第2回県労連幹事団交渉
前回と同様「厳しい財政状況」のみを強調する不誠実な回答に終始！
二重カット阻止！持ち家手当維持！臨任職員の「初号制限」撤廃・雇用空白期間をなくせ！ 

　県労連は1１月2日、第2回幹事団交渉を行いました。当局は、第1回幹事団交渉での県労連の要求や支部代交渉での職場代表からの切実な声にもかかわらず、前回答水準を一歩も出ない不誠実な姿勢に終始しました。（以下、「県労連そくほう」抜粋）

交渉の冒頭、加藤議長は、「賃金カットは２年間の約束。終結について明言を求めてきたが、言及しないのは遺憾。カットの終結を交渉の切り札のように扱うことは許されない。交渉の日程は限られている。カットは２年間とした約束が果たされることを前提に、カット下における今期の交渉を行う」と述べ、当局の姿勢を厳しく批判しました。
労務統括官は、「県財政の厳しさは来年度も変わらず、苦慮している」と、再三の回答を繰り返したうえで、個別課題について次のように回答しました。

（勤勉手当の成績率）

引下げ幅が小さいので一定の考え方で整理したい
（持家に係る住居手当）

民間企業の約８割が支給している中でも国は廃止し、首都圏の他県も廃止しつつある。人事委員会報告は均衡の原則をもとに総合的に判断したものであり、報告を重く受け止める
（福利厚生）

財政事情とともに県民からの関心もある。使いやすい福利厚生事業となるよう協議したい
（忌引休暇）

国を上回っている部分が報道された。国準拠としたい
（臨任・非常勤、再任用職員の勤務条件）

療養休暇の有給化については、雇用期間に定めがあることや、勤務時間の短い形態もあるなど、一定の制約があり難しい
　県労連幹事団からは、これらの回答に対して、次の内容を中心にさらに追及しました。

●財源不足は毎年言われているが、来年の数字の根拠は不明確。

●財政がずっと厳しいのは構造的な問題なのか。国に対してどう要求しているのか、明らかにすべきである。

●住居手当について、県の実態を考え説明責任を果たすべき。

●非正規労働者の処遇改善について、国は方向性を打ち出している。県の方向性を示してほしい。

●本来なら正規職員を配置すべきところに臨任･非常勤を配置している。同じ仕事をしながら、賃金・休暇等の勤務条件は低く抑えられているのは看過出来ない。

●臨任の任用期間について、空白を設ける必要はないとの総務省の見解が出ている。年度末の多忙期に任用が切れるのは、本人も職場も困っている。解消を強く求める。

●忌引休暇の不正取得は、本質的には管理責任の問題。不祥事を引き合いにしての権利引き下げは受け入れられない。

●忌引休暇の切下げは、配偶者が亡くなったときの精神的苦痛や事務手続きの苦労も考慮してほしい。

　交渉の最後に、加藤議長は、「この間の県当局の回答は、都合により論理を変えている。教員給与について国公準拠が無くなったとき、神奈川県は全国に先駆けて独自給料表を作った。国や他県のことばかり言われたが、県の独自性を発揮することも重要だ。３％カット下で、現実に受け取っていない賃金と比較してのマイナス改定を４月に遡及することについては撤回するべきで、少なくともこの部分は譲れない。次回交渉で誠意ある回答を求める」と述べ、交渉を締めくくりました。
10.29県労連賃金確定闘争支部代交渉

県労連は10月29日、支部代交渉を行いました。冒頭、加藤議長は、要求署名20,749筆を労務統括官に手交し、支部代表からは職場状況を踏まえた発言を行いました。

労務統括官の回答は、前回幹事団交渉の水準を出ないものでした。加藤議長は、「自主交渉、自主決着、よき労使慣行という言葉が交渉の前提として出ているが、これは双方の信頼関係を基に成り立っているものである。3％カットを2年間という約束も、これを守ることが信頼関係につながるものであり、その回答をいただけるものと確信している。」と県労連の立場を強調し、この日の交渉を終えました。

2010年県労連賃金確定闘争支部代交渉発言
　私は自治労県職労の和田です。職場実態を踏まえ、組合員の切実な要求を申し上げます。

　第1は、賃金問題です。

今年の人事委員会勧告は、昨年に続き、2年連続の月例給、一時金の引下げであり、勧告どおりとなれば、賃金の独自削減中の私たちにとって二重削減となります。また、地域の中小零細企業の労働者にも大きなマイナス要因となります。

既に1年半以上賃金カットに協力しているにもかかわらず、貰ってもいない賃金と比較した勧告を完全実施し、さらに賃金を引下げようとする当局の姿勢には、誠意のかけらも感じられません。

月例給引下げの見送りはもとより、一時金の引き下げ幅を圧縮するなど、この間の職員の協力への感謝の気持ちを具体的な形で表すべきです。

第2は、自宅に係る住居手当の問題です。

昨年の職員公舎廃止によって、公舎を追われ、なんとか自宅を購入した職員から、さらに住居手当まで奪う、こんなことは許されません。

3年前の確定交渉のとき、プラス較差で地域手当を引き上げるよう求めた私たちに対して、当局は「国と県では実態が違う。国が廃止しても、県では持ち家手当を維持する。」として、地域手当の引上げではなく、持ち家手当を増額した経緯があります。「長年の信頼関係に基づくよき労使慣行の下、自主交渉・自主決着の姿勢を堅持する」姿勢ならば、この間の交渉経過を尊重して、持ち家手当の廃止を撤回すべきです。

　第3は、メンタルヘルス不全対策です。

　私達の強い要求により、これまで様々な対策が講じられており、一定評価するところですが、一貫した対策がとられているとはいえません。

「健康管理センター」の機能を強化し、産業医の資格を持つ精神科医を配置して、トータルでメンタルヘルス不全対策を受け持つ対策室を設置すべきです。

　次に、リハビリ勤務中の職場や通勤時の災害等に対応する保険制度の導入を求めたいと思います。

　現在は、復職前のリハビリ勤務が導入されていますが、「治療の一環」という位置づけで、公務・通勤災害の対象にならず、通勤手当も支給されません。

　すでに導入している県もあり、その県の例では年間30万円程度と聞いています。賃金も、通勤手当も出ない中で、復職することを希望に、懸命にリハビリ勤務に励んでいる職員が、安心して通勤し、働けるよう、せめて保険ぐらい加入してもいいのではないでしょうか。

　第4に、忌引休暇の問題です。

　当局は、ごく一部の職員による忌引休暇の不正取得を理由に、これまでの労使合意に基づく権利を切り下げようとしています。

　忌引休暇の不正取得は労務管理の問題であり、当局が労務管理をきちんとできないからといって、発端となった休暇を廃止するというのは、「休暇があるから不正取得が起こる」と言っているようなもので、全くの論理のすり替えです。

　そのような論法は、到底容認できません。提案自体撤回すべきです。

最後に、臨任・非常勤職員の雇用の安定、賃金・労働条件改善です。

　この間の大幅な人員削減の中で、臨任職員はもとより、多くの非常勤職員が常勤職員と同様の仕事をしています。その一方で、賃金・労働条件は常勤職員と大きな格差があります。

当局は、単組交渉で、「職員採用にあたっては、正規だけでなく、再任用、臨任など多様な雇用形態で行う。」と回答していますが、正規職員と同様の仕事をさせたいのならば、賃金・労働条件も均等に扱うべきです。それが社会的公正というものです。

現在一般事務に従事する臨任職員は、何年勤務していても月額20万円に届きません。その足かせとなっているのが常勤職員では既に廃止されている、いわゆる「初号制限」です。この撤廃を強く要求します。

　また、欠員対応の臨任職員の雇用について、現在は、次の雇用までに20日程度の空白期間が置かれています。

　昨年10月に行われた、自治労本部と総務省との交渉では、総務省は「空白期間をおく必要はない」と回答しています。

　当該職員の収入や社会保険の問題はもちろん、年度末・年度初めの繁忙期に人がいないということは、職場においても大きな負担です。根拠のない「空白期間」は早急になくしていただきたいと思います。

　最後に、臨任・非常勤・再任用職員の私傷病休暇の有給化を強く要求いたします。

短時間で職場の思いは語りつくせませんが、当局におかれては、職員の切実な要求を真摯に受け止め、職員がやる気と希望を持って働けるよう、前向きな回答をされるよう要望して、自治労県職労を代表しての発言を終わります。

自治労団体生命・
自動車共済還元金
11月30日に
振り込みます！
※労金口座をお持ちでない加入者は、至急、組合事務所までご連絡ください。










